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研究要旨 
 

目的： 
本研究の目的は、PDCA サイクルに沿った介護予防の取組を推進するための、通いの場等の中長期的

な効果検証を実施するための基盤を構築することである。本研究では、介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査、介護認定情報、大規模コホート研究（National Center for Geriatric and Gerontology－Study of Geriatric 
Syndromes：NCGG-SGS）「オンライン通いの場」アプリから取得可能なデータを利活用し、介護予防に

資する中長期的な効果検証のための評価方法を提案する。また、各自治体で管理している介護認定情報

と「オンライン通いの場」アプリで取得可能なライフログデータ（歩数、通いの場出席情報など）を突

合・集計するシステムを開発し、これらのデータの活用を促進する。これらの調査結果から得られた知

見に基づき、介護保険事業（支援）計画策定に有効な調査項目を検証する。 
 
方法：  
【課題１】介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への提案 
① 日常生活動作（IADL/ADL）の制限因子や、新規要介護発生の関連要因 

先行研究における文献レビューを実施した。文献レビューは、先行研究に基づいて作成した検索式を

使用し、PubMed にて検索された論文から最終的に 36 件を対象とした。また、抽出された関連要因と

既存の第 9 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の調査項目を照合し、今後の調査に必要と考えられ

る新規項目の検討を実施した。 
② 第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査における要支援の関連項目の検討 

協力自治体である知多北部広域連合から、第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のデータを受領

し、一般高齢者(11,782 名)と要支援者(834 名)の比較を行い、要支援と関連する質問項目について検討

した。 
【課題 2】システム開発・改修 
オンライン通いの場アプリから収集したデータと介護認定情報のデータ整理を行い、データベース構築

作業を進めた。上記データベースの作成においては、「オンライン通いの場」アプリから取得可能なデー

タと介護認定情報のデータを突合し、簡便にデータベース化できるプログラムを作成した。 
 
結果： 
【課題１】介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への提案 
① 日常生活動作（IADL/ADL）の制限因子や、新規要介護発生の関連要因 

文献レビューの結果、年齢、性別、疾患、身体機能、認知機能、精神状態（抑うつ症状など）、生活習

慣、栄養状態、社会的孤立・孤独など、多岐にわたる関連要因が新規要介護発生、IADL/ADL 制限と

統計学的に有意に関連することが示された。また、上述の関連要因と第 9 期ニーズ調査票との比較で

は、ニーズ調査に追加が推奨される項目として、孤独、QOL 指標、睡眠、ICT の使用が考えられた。 
② 第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査における要支援の関連項目の検討 
  要支援と直接的な関連が強い項目として、運動機能低下、ADL 制限等の項目が抽出された。一方、要

支援状態と直接的な関連が弱い質問項目や回答者の 1%未満しか回答していない選択肢があるなど、

質問項目や選択肢の再検討の必要性も明らかになった。 
【課題 2】システム開発・改修 
開発したシステムを用いて自治体のアプリデータと介護保険データの統合データベースを作成した。通い

の場アプリユーザのアプリ利用開始後の要支援・要介護認定や、認定更新に関する情報を突合することが

可能になった。 
 
結論： 
今年度は、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への検討、提案では、ADL の制限因子や、要介護発

生の関連要因について文献レビューを実施し、現在のニーズ調査項目を精査するとともに、知多北部広域

連合から受領した第 8 期ニーズ調査のデータから、要支援に関連する項目を検討した。また、「オンライ

ン通いの場」アプリから取得可能なデータの集計システム、協力自治体より受領した介護認定情報の集計

システムを開発し、これらのデータベース構築を進めた。今後は、現在使用されている調査項目の取捨選

択を含めて、第 8 期ニーズ調査のデータを活用し、実際の要介護認定情報との関連性を分析する。また、

アプリデータおよび介護認定情報の突合システムを用いて、取得したアプリデータの活用範囲の拡充とデ

ータ解析を実施するための方法について検討を進めていく予定である。 
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A. 研究目的 

本研究の目的は、PDCA サイクルに沿った介護予防の取り組みを推進するための、通いの場等の中長

期的な効果検証を実施するための基盤を構築することである。本研究では、介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査、介護認定情報、大規模コホート研究（National Center for Geriatric and Gerontology－Study of 
Geriatric Syndromes：NCGG-SGS）「オンライン通いの場」アプリから取得可能なデータを利活用し、介

護予防に資する中長期的な効果検証のための評価方法を提案する。また、各自治体で管理している介護

認定情報と「オンライン通いの場」アプリで取得可能なライフログデータ（歩数、通いの場出席情報な

ど）を突合・集計するシステムを開発し、これらのデータの活用を促進する。これらの調査結果から得

られた知見に基づき、介護保険事業（支援）計画策定に有効な調査項目を検証する本研究計画の成果が

達成されれば、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の新規調査項目をまとめることが可能となり、中長

期的な視点での介護予防事業計画の策定指針を明示することができ、エビデンスに基づいた保険計画作

成の一助となると考えられる。 
 

B. 研究方法 
 【課題１】介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への提案 

① 日常生活動作（IADL/ADL）の制限因子や、新規要介護発生の関連要因 
先行研究における文献レビューを実施した。文献レビューは、先行研究に基づいて作成した検索式

を使用し、PubMed にて検索された 26,513 件の論文から、過去 10 年間におけるシステマティックレ

ビューとメタ解析の論文 410 件に限定し、そこからタイトルとアブストラクトで関連論文かどうか

を選定し、最終的に該当した 36 件を対象とした。さらに、コホートデータ（NCGG-SGS）から要介

護発生と関連する項目を探索的に分析した。また、抽出された関連要因と既存の第 9 期介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査の調査項目を照合し、今後の調査に必要と考えられる新規項目の検討を実

施した。 
 

② 第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査における要支援の関連項目の検討 
協力自治体である知多北部広域連合から第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のデータを受領

し、対象者 12,616 名（男性 47.3%）を一般高齢者 11,782 名(93.4%)、要支援者 834 名(6.6%)に分類し、 
要支援と関連するニーズ調査項目（必須項目、オプション項目）について検討した。分析方法は、

χ2 乗検定、正確確率検定、マンホイットニー検定により実施し、有意差と効果量を算出した。第 8
期ニーズ調査の項目は、図 1 の通りである。 

 
図 1）第 8 期ニーズ調査票に含まれる項目 
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【課題２】システム開発 
オンライン通いの場アプリから得られるライフログデータと自治体より提供された国保データベース

(KDB データ)を突合したデータベースを構築し、通いの場アプリを利用することで将来の要介護状態発生等

を予測可能なモデルを構築した（図 2）。 
 
1) 「オンライン通いの場アプリ」データ 
 「オンライン通いの場アプリ」データと自治体データを突合するにあたり、自治体より提供されたデータ

のインポート機能を実装した。インポートする項目は以下とした。 
・アプリユーザ情報及び紐付くおさんぽ（歩数含む）ログの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付くコミュニケーションログの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く体操動画ログの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く脳を鍛えるゲームログの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く食事チェックログの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く HEPOP（高齢者のための在宅活動プログラム）の集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く基本チェックリストの集計 
・アプリユーザ情報及び紐付く疾患情報の集計 
・その他、アプリユーザ情報及び紐付く情報の集計 
 
 
2) 自治体より提供された KDB データ 
「オンライン通いの場アプリ」データと自治体データを突合するにあたり、自治体より提供されたデータ

のインポート機能を実装した。インポートする項目は以下とした。 
・基本情報： 
被保険者番号、性別、生年月日、資格取得日、資格喪失日、要介護認定区分、要介護認定有効期間開始日、

要介護認定有効期間終了日、個人番号 
・介護保険に関する情報： 
 被保険者番号、性別、生年月日、認定申請区分、今回要介護度、前回要介護度、要介護認定有効期間開始

日、要介護認定有効期間終了日、麻痺（左上肢）、麻痺（右上肢）、麻痺（左下肢）、麻痺（右下肢）、麻痺

（その他）、拘縮（肩関節）、拘縮（股関節）、拘縮（膝関節）、拘縮（その他）、寝返り、起き上がり、座位

保持、両足での立位、歩行、立ち上がり、片足での立位、洗身、つめ切り、視力、聴力、移乗、移動、えん

下、食事摂取、排尿、排便、口腔清潔、洗顔、整髪、外出頻度、意思の伝達、毎日の日課を理解、生年月日

をいう、短期記憶、自分の名前をいう、今の季節を理解、場所の理解、徘徊、外出して戻れない、被害的、

作話、感情が不安定、昼夜逆転、同じ話をする、大声をだす、介護に抵抗、落ち着きなし、一人で出たが

る、収集癖、物や衣類を壊す、ひどい物忘れ、独り言・独り笑い、自分勝手に行動する、話がまとまらな

い、薬の内服、金銭の管理、日常の意思決定、集団への不適応、買い物、簡単な調理、点滴の管理、中心静

脈栄養、透析、ストーマの処置、酸素療法、レスピレーター、気管切開の処置、疼痛の介護、経管栄養、モ

ニター測定、じょくそうの処置、カテーテル、障害高齢者日常自立度、認知症高齢者日常自立度、疾病名

１、発症年月日１、疾病名２、発症年月日２、疾病名３、発症年月日３、障害自立度、認知症自立度、短期

記憶、認知能力、伝達能力、食事、該当月請求点数 
 
 
3) 「オンライン通いの場アプリ」データと自治体データの突合機能 
 インポートされた「オンライン通いの場アプリ」データと自治体データについて、引き当て項目で突合の

うえ各データを紐付ける機能を実装した。引き当てする項目は以下とした。 
・性別、生年月日、地域（自治体） 
 
4) 突合データの解析機能 
 突合機能により紐付けされた「オンライン通いの場アプリ」データと自治体データについて、各データを

解析する機能を実装した。 
 
5) 突合解析後データの出力機能 
 解析機能により解析された結果データについて、「オンライン通いの場アプリ」管理者向け機能にてイン

ポート可能とするよう、出力機能を実装した。 
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図 2）システム開発の概要 
 
C. 研究結果 
【課題１】介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への提案 

① 日常生活動作（IADL/ADL）の制限因子や、新規要介護発生の関連要因 
文献レビューの結果をもとに、質問紙と実測による調査項目に分類して整理した結果を図 3 に示す。年

齢、性別、疾患、身体機能、認知機能、精神状態（抑うつ症状など）、生活習慣、栄養状態、社会的孤立・

孤独など、多岐にわたる関連要因が、IADL/ADL 制限、新規要介護発生と統計学的に関連することが示さ

れた。また、質問紙による調査項目の関連要因と第 9 期ニーズ調査票との比較を行ったところ、ニーズ調

査の項目に追加が推奨される項目として、孤独、QOL 指標、ICT の使用、睡眠が考えられた(図 4)。 
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図 3）IADL/ADL 制限、新規要介護発生の関連要因 
 

 
図 4）先行研究で明らかとなった IADL/ADL 制限、新規要介護発生の関連要因とニーズ調査票項目との

比較 
 
 
②  第 8 期介護予防・日常生活圏域ニーズ調査における要支援の関連項目の検討 
一般高齢者と要支援者の 2 群比較において、有意に関連があった項目のうち、効果量が 0.1 以上の項目

を図５に示す。要支援と直接的な関連が強い項目として、運動機能低下、ADL 制限等の項目が抽出され

た。一方、必須項目の中でも要支援状態と直接的な関連が弱い質問項目や、回答者の 1%未満しか回答し

ていない選択肢も見受けられた。文献検索の結果とニーズ調査の分析結果を比較したところ、文献検索

で要介護発生や IADL/ADL 制限と関連がみられ、かつ効果量 0.2 以上の項目は、運動機能低下や ADL 制

限に関連する項目が多く、現時点でも必須項目が大半を占めていた。一方、文献検索で関連が見られず、

統計的有意差がみられなかった項目の中には、必須項目として聴取されているものが確認された（図 6）。 

図 5） 2 群の比較において有意差があった項目のうち、効果量が 0.1 以上の項目 
 

質問紙を用いた調査項目

カテゴリー 項目 ニーズ調査該当 カテゴリー 項目 ニーズ調査該当

年齢 基本情報 抑うつ傾向 問7

性別 基本情報 孤独

世帯構成 問1 主観的疲労感

婚姻状況 問1 レジリエンス

経済状況 問1 主観的幸福感 問7

保険加入状況 主観的健康感 問7

教育歴 QOL △（問4、生きがい）

就労状況 問5（活動頻度：収入のある仕事） 社会的関係 問4、問5、問6

疼痛 △（問2：外出を控える理由） 社会参加 問5

既往歴 問7 交流頻度 問6

服薬数 問2 社会的孤立 問１、4、5、6

視力低下 問7（目の病気） 社会的フレイル 問１、2、4、5、6

聴力低下 問7（耳の病気） 身体活動 問2

サルコペニア 問2 生活活動 問2、4、5

転倒恐怖 問2 生活活動範囲(AMI)

ADL・IADL低下 問4 ICT使用

アンケート回答時
代理者の必要性

睡眠

認知機能 主観的認知機能 問4 喫煙 問7

加齢性食欲低下 問3（BMI、体重減少） 飲酒 問7

食品摂取多様性 運転 問2

灰色：オプション項目

人口統計学的特徴
精神状態

社会的要因

疾患情報

身体機能

生活習慣

栄養

0.1～0.19 0.2～0.29 0.3以上

問１ あなたのご家族や生活状況について 普段の生活で介護が必要か

過去１年間に転んだ事がある 椅子に座った状態から、何もつかまらずに立ち上がっている 階段を手すり・壁をつたわらずに昇っている

昨年と比べ外出回数が減少した 15分位続けて歩いている

外出を控えている 転倒に対する不安が大きい

外出を控えている理由（障害、その他） 外出を控えている理由（足腰などの痛み）

移動手段（自動車（人に乗せてもらう）、タクシー） 移動手段（自動車（自分で運転）、歩行器・シルバーカー）

身長

半年前に比べて固いものが食べ難い

自分で請求書の支払いをする 自分で食品・日用品の買い物をしている バス・電車にて１人で外出する

年金などの書類が書ける

病人を見舞うことができる

問５ 地域での活動について グループ等の参加頻度（通いの場、収入のある仕事）

心配事や愚痴を聞いてくれる人（配偶者） 家族や友人・知人以外で相談する相手（ケアマネジャー）

心配事や愚痴を聞いてあげる人（配偶者）

寝込んだ時に看病してくれる人（配偶者）

寝込んだ時に看病してあげる人（配偶者）

この1か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、
心から楽しめない感じがよくあったか

現在の健康状態

既往歴
（脳卒中、骨格筋の病気（骨粗鬆症、関節炎等）、外傷（転倒、骨折等））

赤字：必須項目

効果量

健康について

問２

問３

問４

問６

問７

毎日の生活について

たすけあいについて

からだを動かすことに
ついて

食べることについて
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図 6) 文献検索の結果とニーズ調査の分析結果との比較 

 
【課題２】システム開発 
開発したシステムを用いて自治体のアプリデータと介護保険データの統合データベースを作成した。通い

の場アプリユーザのアプリ利用開始後の要支援・要介護認定や認定更新に関する情報を突合することが可能

になった（図 7）。 

 
図 7) 通いの場アプリデータと介護認定データを突合した結果の例 

文献検索で関連あり・効果量0.2以上

階段を手すり・壁をつたわらずに昇っている

椅子に座った状態から、何もつかまらずに立ち上がっている

15分位続けて歩いている

転倒に対する不安が大きい

外出を控えている理由（足腰などの痛み）

移動手段

自分で食品・日用品の買い物をしている

バス・電車にて１人で外出する

問７ 健康について 現在の健康状態

文献検索で関連なし・有意差なし

問１ あなたのご家族や生活状況について 居住形態

歯磨き（人にやってもらう場合も含む）を毎日している

噛み合わせが良い

毎日入れ歯の手入れをしている

問４ 毎日の生活について 健康についての記事や番組に関心がある

寝込んだ時に看病してくれる人
（兄弟姉妹・親戚・親・孫、友人）
家族や友人・知人以外で相談する相手
（自治会・町内会・老人クラブ、医師・歯科医師・看護師、その他、そのような人はいない）

問７ 健康について 既往歴（血液・免疫の病気）

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる

認知症に関する相談窓口を知っている

赤字：必須項目

問６ たすけあいについて

問3 食べることについて

毎日の生活について問４

問８
認知症にかかる相談
窓口の把握について

問2 からだを動かすことについて



10 
 

 
D. 考察： 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への提案では、文献レビューにより得られた結果から、ニーズ

調査の項目に追加が推奨される項目が明らかとなった。また、ニーズ調査の分析結果から、必須項目の中

でも要支援状態と直接的な関連が弱い質問項目や、回答者の 1%未満しか回答していない選択肢も見受け

られ、必須項目からオプション項目への変更、調査項目の簡略化等、質問項目や選択肢の再検討の必要性

も明らかになった。今後は、第 8 期ニーズ調査のデータを活用し、縦断的解析により実際の要介護認定情

報との関連性を分析し、現在使用されている調査項目の取捨選択を検討していく。システム開発・改修に

おいては、アプリデータおよび介護認定情報の突合システムを用いて、取得したアプリデータの活用範囲

の拡充とデータ解析を実施するための方法について検討を進めていく予定である。 
 

 
E. 結論： 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目への検討、提案では、ADL の制限因子や、要介護発生の関連要

因について文献レビューを実施し、現在のニーズ調査項目を精査するとともに、第 8 期ニーズ調査のデー

タから、要支援に関連する項目を検討し、現在のニーズ調査項目において、スマート化を検討するための

情報整理が進んだ。また、「オンライン通いの場」アプリから取得可能なデータの集計システム、協力自

治体より受領した介護認定情報の集計システムを開発し、これらのデータベース構築を進めることができ

た。 
 

 
F. 健康危険情報 

該当なし 
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                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 荒井 秀典         
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  長寿科学政策研究事業                            

２．研究課題名 PDCA サイクルに沿った介護予防の取組を推進するための通いの場等の中長期的な効

果検証のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）研究所 老年学・社会科学研究センター・センター長           

    （氏名・フリガナ）島田 裕之・シマダ ヒロユキ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 

国立長寿医療研究セン

ター 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチ
ェックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を

対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：              ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：               ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：               ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。   
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



令和 7 年 5 月 21 日 
厚生労働大臣殿                                        
                                                                                          
                              機関名 国立研究開発法人 
                                 国立長寿医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 荒井 秀典         
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 
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